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は
じ
め
に

　

横
浜
市
の
下
水
道
事
業
は
市
長

部
局
で
あ
る
環
境
創
造
局
で
事
業

を
実
施
し
て
お
り
、
財
政
運
営
は
、

地
方
財
政
法
に
基
づ
き
、
一
般
会

計
と
は
別
に
下
水
道
事
業
会
計
（
特

別
会
計
）
を
設
け
て
い
る
。
ま
た
、

「
横
浜
市
下
水
道
事
業
の
設
置
等
に

関
す
る
条
例
（
昭
和
41
年
12
月
施

行
）」
に
基
づ
い
て
、
地
方
公
営
企

業
法
の
財
務
規
定
（
第
２
条
第
３

項
）
を
適
用
す
る
こ
と
で
、
一
般

企
業
と
同
様
に
複
式
簿
記
や
発
生

主
義
に
よ
る
経
理
方
式
を
採
用
し

て
い
る
。

　

資
産
規
模
が
膨
大
と
な
る
イ
ン

フ
ラ
事
業
で
あ
る
が
ゆ
え
に
、
横

浜
市
下
水
道
事
業
の
有
形
固
定
資

産
額
は
、
簿
価
で
約
２
兆
４
千
億

円
と
な
っ
て
お
り
、
全
国
的
に
見

る
と
、
東
京
都
（
公
共
下
水
道
）

の
約
５
兆
７
千
億
円
（
平
成
22
年

度
）
に
次
ぐ
規
模
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
整
備
の
財
源
と
し
て
は
、

国
費
の
ほ
か
長
期
借
入
（
企
業
債
）

に
よ
る
資
金
調
達
を
行
っ
て
お
り
、

長
期
借
入
金
の
残
高
は
ピ
ー
ク
の

約
１
兆
２
，９
０
０
億
円
（
平
成
13

年
度
）
か
ら
約
３
，４
０
０
億
円
を

削
減
し
、
平
成
23
年
度
末
で
約

９
，５
０
０
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

横
浜
市
の
下
水
道
整
備
は
昭
和

20
年
代
半
ば
以
降
に
本
格
的
な
建

設
に
着
手
し
、
昭
和
50
年
台
初
頭

に
30
％
程
度
で
あ
っ
た
下
水
道
普

及
率
は
、
高
度
経
済
成
長
期
以
降
、

市
民
の
強
い
要
望
も
あ
っ
て
、
短

期
間
で
大
規
模
な
整
備
を
行
っ
た

結
果
、
平
成
６
年
度
に
は
96
％
へ

と
急
速
に
向
上
し
た
。
さ
ら
に
平

成
23
年
度
末
で
は
99
・
８
％
と
な
っ

て
お
り
、
下
水
道
は
今
や
市
民
生

活
に
と
っ
て
「
あ
っ
て
当
た
り
前
」

の
施
設
と
な
っ
て
い
る
（
図
１
）。

　

近
年
で
は
、
国
が
定
め
る
標
準

的
耐
用
年
数
を
経
過
し
、
老
朽
化

が
進
む
施
設
が
増
加
し
て
い
る
一

方
、
地
球
温
暖
化
対
策
へ
の
貢
献

や
さ
ら
な
る
処
理
水
質
の
向
上
な

ど
、
下
水
道
に
期
待
さ
れ
る
役
割

は
拡
大
し
つ
つ
あ
る
。
ま
た
、
同

時
に
、
維
持
管
理
コ
ス
ト
を
削
減

す
る
と
と
も
に
、
長
期
借
入
金
残

高
を
削
減
し
て
い
く
こ
と
な
ど
健

全
な
財
政
運
営
も
進
め
て
い
く
必

要
が
あ
る
。

　

市
民
生
活
に
欠
か
せ
な
い
下
水

道
サ
ー
ビ
ス
を
、
将
来
に
お
い
て

も
安
定
的
、
継
続
的
に
提
供
し
て

い
く
た
め
に
は
、施
設
面
に
加
え
、

経
営
面
で
も
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
強

化
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ

る
。
本
稿
で
は
、
現
在
横
浜
市
で

進
め
て
い
る
下
水
道
事
業
の
経
営

面
に
お
け
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
取

組
と
今
後
の
課
題
に
つ
い
て
述
べ

る
こ
と
と
す
る
。

下水道事業における
マネジメントの取組について

田村　康治
環境創造局下水道事業推進課担当係長

佐久間　香織
環境創造局下水道事業推進課

髙澤　武
環境創造局下水道事業推進課

増田　潤
消防局危機管理課課長補佐
（前 環境創造局下水道事業推進課担当係長）

（図１）下水道整備費と下水道普及率の推移（単位：億円、％）
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２　

現
在
の
経
営
状
況

　

横
浜
市
の
下
水
道
事
業
は
普
及

率
が
概
ね
１
０
０
％
に
達
し
、
ほ

ぼ
全
て
の
市
民
が
下
水
道
を
利
用

で
き
る
状
況
に
あ
る
う
え
、
施
設

の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
現
状
を

踏
ま
え
る
と
、
既
に
「
建
設
か
ら

管
理
の
時
代
」
に
入
っ
て
い
る
と

言
え
る
。
下
水
道
施
設
を
建
設
す

る
た
め
の
建
設
費
は
、
ピ
ー
ク
時

に
は
年
間
１
，０
０
０
億
円
を
超

え
て
い
た
が
、
近
年
で
は
４
０
０

億
円
前
後
で
落
ち
着
い
て
き
て
い

る
（
図
１
）。

　

経
営
状
況
に
つ
い
て
は
、
過
去

（
平
成
２
〜
14
年
度
）
の
最
終
損

失
（「
赤
字
決
算
」）
に
よ
っ
て
累

積
欠
損
金
を
抱
え
て
い
る
が
、
選

択
と
集
中
に
よ
る
建
設
を
行
っ
て

借
入
額
を
抑
制
す
る
こ
と
や
、
水

再
生
セ
ン
タ
ー
等
に
お
け
る
業
務

の
民
間
委
託
化
の
推
進
な
ど
の
経

営
改
善
に
努
め
た
結
果
、
平
成
14

年
度
に
約
６
７
０
億
円
あ
っ
た
累

積
欠
損
金
は
、
平
成
23
年
度
末
に

は
約
２
３
０
億
円
ま
で
大
幅
に
削

減
し
て
い
る
。

　

下
水
道
事
業
は
、雨
水
の
排
除
、

貯
留
（
雨
水
処
理
）
や
汚
水
の
処

理
を
担
っ
て
い
る
が
、
雨
水
処
理

に
要
す
る
経
費
等
は
、
一
般
会
計

（
公
費
）
に
よ
っ
て
負
担
す
べ
き

も
の
と
さ
れ
、
国
に
よ
っ
て
負
担

の
基
準
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
ま

た
、汚
水
処
理
に
要
す
る
経
費
は
、

下
水
道
使
用
料
（
私
費
）
で
賄
わ

れ
る
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ

を
「
雨
水
公
費
・
汚
水
私
費
の
原

則
」
と
言
い
、
下
水
道
事
業
の
経

費
負
担
の
原
則
と
な
っ
て
い
る
。

　

一
般
会
計
に
よ
る
負
担
に
つ
い

て
は
、
国
に
よ
っ
て
「
一
般
会
計

繰
出
基
準
」
が
定
め
ら
れ
、
一
般

会
計
に
よ
る
負
担
の
基
本
的
な
考

え
方
が
示
さ
れ
て
い
る
。
各
自
治

体
の
状
況
に
よ
っ
て
は
、
基
準
以

外
の
項
目
に
対
し
て
も
補
て
ん
が

な
さ
れ
て
い
る
場
合
が
あ
る
が
、

本
市
の
下
水
道
事
業
で
は
国
の
基

準
ど
お
り
と
な
っ
て
お
り
、ま
た
、

汚
水
処
理
経
費
は
、
下
水
道
使
用

料
で
賄
わ
れ
て
い
る
た
め
、
言
わ

ば
「
経
費
負
担
の
原
則
」
に
基
づ

い
た
「
自
立
し
た
」
経
営
を
進
め

て
い
る
状
況
に
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
平
成
19
年
度
か
ら
は

中
期
的
な
施
策
と
財
政
の
バ
ラ
ン

ス
を
図
る
中
期
経
営
計
画
（
19
〜

22
年
度
）
に
基
づ
き
事
業
を
運
営

し
て
い
る
。
平
成
23
年
度
に
は
新

た
に
「
中
期
経
営
計
画
２
０
１
１

（
23
〜
25
年
度
）」（
以
下
「
２
０

１
１
計
画
」）
を
策
定
し
、
３
年

間
の
施
策
と
財
政
運
営
の
見
通
し

を
示
す
と
と
も
に
、
計
画
の
進
行

管
理
を
徹
底
す
る
な
ど
、
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
強
化
を
図
っ
て
い
る
。

下
水
道
事
業
経
営
を
取
り
巻
く
環

境
は
、
平
成
23
年
３
月
の
東
日
本

大
震
災
以
降
の
使
用
料
収
入
の
大

幅
減
収
や
電
気
料
金
の
値
上
げ
、

ま
た
、
進
み
つ
つ
あ
る
施
設
の
老

朽
化
へ
の
対
応
な
ど
、
厳
し
い
状

況
に
あ
り
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
重

要
性
は
ま
す
ま
す
高
ま
っ
て
き
て

い
る
。
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（図２）2011計画における経営理念と計画の体系
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横
浜
市
下
水
道
事
業
に
お
け

る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
取
組

⑴ 

中
期
経
営
計
画
２
０
１
１

　
（
23
〜
25
年
度
）
の
推
進

　

現
在
取
り
組
ん
で
い
る
２
０
１

１
計
画
で
は
、
本
市
下
水
道
事
業

の
根
幹
と
な
る
考
え
方
と
し
て
、

事
業
の
目
的
や
使
命
を
「
経
営
理

念
」
と
し
て
掲
げ
、
そ
れ
を
具
体

化
し
て
い
く
た
め
の「
経
営
方
針
」

を
策
定
し
て
い
る
（
図
２
）。

　

さ
ら
に
、
経
営
方
針
に
沿
っ
た

「
経
営
目
標
」
を
掲
げ
て
お
り
、

そ
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、
下
水

道
事
業
経
営
研
究
会
（
⑵
参
照
）

の
提
言
を
踏
ま
え
て
、「
長
期
借

入
金
の
残
高
削
減
」
な
ど
３
つ
の

項
目
を
設
定
し
て
い
る（
表
１
）。

ま
た
、
経
営
目
標
を
達
成
す
る
た

め
に
、
民
間
委
託
の
推
進
や
支
払

利
息
の
削
減
な
ど
の
経
営
改
善
策

を
掲
げ
、
日
々
こ
れ
に
取
り
組
ん

で
い
る
。

　

２
０
１
１
計
画
を
策
定
す
る
過

程
で
は
、
逐
次
、
市
会
常
任
委
員

会
へ
の
説
明
を
行
っ
た
こ
と
に
加

え
、「
市
民
意
見
募
集
」
と
し
て
、

約
１
か
月
間
、
計
画
素
案
に
関
し

て
、
市
民
か
ら
広
く
意
見
募
集
を

行
う
な
ど
、
策
定
面
に
お
け
る
透

明
性
向
上
に
取
り
組
ん
だ
。
さ
ら

に
、
下
水
道
事
業
経
営
研
究
会
を

評
価
機
関
と
し
て
位
置
づ
け
、
よ

り
客
観
的
に
評
価
・
点
検
を
行
う

仕
組
み
を
確
立
し
て
い
る
。

⑵ 

下
水
道
事
業
経
営
研
究
会
の
活

用

　

下
水
道
事
業
経
営
研
究
会
は
、

外
部
の
学
識
経
験
者
や
企
業
経
営

者
、
水
環
境
に
関
す
る
普
及
・
啓

発
活
動
に
取
り
組
ん
で
頂
い
て
い

る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
経
験
者

（
水
環
境
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）
等
幅

広
い
分
野
の
委
員
で
構
成
さ
れ
て

お
り
（
注
）、
下
水
道
事
業
の
方

向
性
や
財
政
運
営
の
あ
り
方
な

ど
、
下
水
道
事
業
経
営
に
係
る
重

点
課
題
等
に
つ
い
て
、
大
局
的
な

視
点
か
ら
審
議
を
行
っ
て
い
る

（
表
２
）。
経
営
研
究
会
は
、
概
ね

２
年
間
の
期
間
で
開
催
さ
れ
、
審

議
結
果
は
、
報
告
書
に
と
り
ま
と

め
た
う
え
、
市
長
あ
て
に
報
告
が

な
さ
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
前
述
の
と
お
り
、
第

５
期
経
営
研
究
会（
23
〜
24
年
度
）

か
ら
は
、
当
研
究
会
を
２
０
１
１

計
画
の
第
三
者
チ
ェ
ッ
ク
機
関
と

し
て
位
置
付
け
、
年
２
回
、
半
期

及
び
期
末
期
に
、
計
画
の
進
捗
状

況
に
つ
い
て
点
検
及
び
評
価
を

行
っ
て
い
る
。

　

経
営
研
究
会
か
ら
の
提
言
や
２

０
１
１
計
画
の
点
検
及
び
評
価

は
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
と
し
て
次
期
経
営

計
画
策
定
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し

て
い
る
。

⑶ 

局
内
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
の
確

立

　

局
内
に
お
い
て
も
、
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
の
た
め
の
体
制
確
立
に
取
り

組
ん
で
い
る
。

　

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
行
う
前
提
と

な
る
下
水
道
事
業
の
現
状
を
把
握

す
る
ツ
ー
ル
と
し
て
、
平
成
21
年

度
よ
り
毎
月「
月
次
報
告
」（
図
３
）

を
発
行
し
て
い
る
。
報
告
の
内
容

は
、
下
水
道
使
用
料
収
入
の
状
況

を
は
じ
め
、
処
理
水
量
、
使
用
電

力
量
、
電
力
使
用
料
金
及
び
水
質

試
験
結
果
な
ど
、
各
部
署
か
ら
提

出
さ
れ
た
情
報
と
と
も
に
、
こ
れ

ら
の
情
報
に
基
づ
い
た
分
析
結
果

に
つ
い
て
掲
載
し
て
い
る
。

　

作
成
し
た
「
月
次
報
告
」
は
、

毎
月
当
局
幹
部
職
員
に
対
し
報
告

を
行
い
、
さ
ら
に
幹
部
職
員
を
通

じ
て
下
水
道
事
業
以
外
の
事
業
に

携
わ
る
職
員
へ
も
情
報
提
供
が
図

ら
れ
る
な
ど
、
局
内
で
タ
イ
ム

リ
ー
に
情
報
共
有
を
図
っ
て
い

る
。

　

使
用
電
力
量
な
ど
掲
載
デ
ー
タ

が
顕
著
な
動
き
を
示
し
て
い
る
と

（
注
）
下
水
道
事
業
経
営
研
究
会
は
平

成
14
年
度
設
置
し
、
年
３
〜
４
回
開
催
。

第
５
期
経
営
研
究
会
（
23
年
4
月
〜
25

年
3
月
）は
、
会
計
、
経
営
、
財
政
学
、

環
境
政
策
、
技
術
、
広
報
な
ど
幅
広
い

分
野
の
計
10
名
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
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 （表１）2011計画に掲げている経営方針と経営目標
経営方針 経営目標

経営の健全化
長期借入金の償還財源を確実に確保し、
新規の借入を抑制することで未償還残
高を削減する。

長期借入金残高の削減
25年度末8,832億円
（市民１人当たり24万円）

収益性の向上
適正な収入の確保とコスト削減により
収益性を向上させ、一定の純利益を確
保する。

累積欠損金の削減
25年度末205億円
（３年間で138億円の削減）

効率性の向上
維持管理の効率性の高さを維持しなが
ら、資本費の削減に取り組む。

汚水処理原価
１㎥あたり137円

 （表２）第５期研究会における重点的に審議する事項
主な審議のポイント

１　下水道業務継続計画 東日本大震災を踏まえた下水道ＢＣＰのあり方
２　温暖化対策 下水道事業における温暖化対策の進め方
３　国際交流と国際貢献 今後の国際交流と国際貢献の考え方
４　広聴・広報 今後の広聴・広報のあり方
５　地方公営企業会計制度 資本制度、新会計基準への対応

経営研究会の様子



き
は
、
分
析
結
果
を
レ
ポ
ー
ト
と

し
て
ま
と
め
、
下
水
道
を
取
り
巻

く
環
境
の
変
化
の
把
握
に
努
め
て

い
る
。こ
の
月
次
報
告
を
通
し
て
、

個
々
の
職
員
が
「
数
字
の
動
き
」

に
敏
感
に
な
る
な
ど
、
経
営
意
識

の
醸
成
に
も
効
果
的
で
あ
る
と
考

え
て
い
る
。

　

ま
た
、
前
述
の
経
営
研
究
会
を

開
催
し
た
後
に
は
、
審
議
状
況
に

つ
い
て
説
明
す
る
説
明
会
を
局
内

職
員
を
対
象
に
毎
回
開
催
し
て
い

る
。
横
浜
市
下
水
道
事
業
に
携
わ

る
職
員
は
約
８
０
０
名
だ
が
、
そ

の
半
数
以
上
が
現
場
で
業
務
に
あ

た
っ
て
お
り
、
こ
の
説
明
会
で
は

当
日
の
経
営
研
究
会
に
出
席
す
る

こ
と
が
難
し
い
水
再
生
セ
ン
タ
ー

な
ど
の
現
場
に
勤
務
す
る
職
員
を

中
心
に
募
っ
て
い
る
。
説
明
会
で

は
、
研
究
会
で
実
際
に
使
用
し
た

資
料
を
基
に
説
明
し
、
委
員
か
ら

の
発
言
内
容
な
ど
審
議
状
況
に
つ

い
て
の
情
報
提
供
を
行
う
と
と
も

に
、
自
由
な
雰
囲
気
の
な
か
で
意

見
交
換
を
行
っ
て
い
る
。
こ
の
説

明
会
は
、
経
営
研
究
会
に
出
席
で

き
な
い
職
員
へ
の
情
報
提
供
の
場

で
あ
る
と
と
も
に
、
現
場
の
生
の

意
見
を
聴
く
こ
と
が
で
き
る
貴
重

な
機
会
と
な
っ
て
い
る
。

　

そ
の
結
果
は
、
今
後
の
経
営
研

究
会
で
の
審
議
や
、
次
期
経
営
計

画
の
方
向
性
な
ど
を
検
討
す
る
際

の
重
要
な
材
料
と
し
て
活
か
さ
れ

て
い
る
。

４　

今
後
に
向
け
て

　

現
在
、
横
浜
市
の
下
水
道
事
業

で
は
、
施
設
の
老
朽
化
対
策
と
し

て
の
本
格
的
な
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
導
入
に
向
け
て
、
長
期

修
繕
改
築
計
画
の
策
定
作
業
を
進

め
て
い
る
。

　

老
朽
化
対
策
を
検
討
す
る
う
え

で
は
、
膨
大
に
な
る
と
見
込
ま
れ

る
事
業
費
の
平
準
化
と
と
も
に
、

更
新
投
資
の
財
源
確
保
が
重
要
な

課
題
と
な
っ
て
い
る
。
財
源
確
保

の
面
で
は
、
将
来
の
人
口
減
少
時

代
の
到
来
に
備
え
、
次
世
代
に
過

度
な
負
担
を
残
さ
な
い
よ
う
、
長

期
借
入
金
残
高
の
削
減
な
ど
、
財

政
の
健
全
性
を
維
持
す
る
取
組
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

今
後
は
、
経
営
改
善
に
一
層
取

り
組
む
と
と
も
に
、
財
源
確
保
の

あ
り
方
に
つ
い
て
も
検
討
し
て
い

く
必
要
が
あ
り
、
財
政
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
の
作
成
等
を
通
じ

て
、
長
期
的
な
視
点
で
収
支
の
見

通
し
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
予
定

で
あ
る
。

　

ま
た
、
地
方
公
営
企
業
会
計
制

度
の
見
直
し
に
伴
い
、
平
成
24
年

度
に
は
、資
本
金
や
資
本
剰
余
金
、

利
益
の
処
分
に
関
す
る
制
度
（
資

本
制
度
）
が
改
正
さ
れ
、
こ
れ
ま

で
法
定
さ
れ
て
い
た
利
益
剰
余
金

の
処
分
方
法
な
ど
に
つ
い
て
、
各

自
治
体
の
経
営
判
断
に
よ
り
自
由

に
決
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

今
後
は
資
本
制
度
に
関
す
る
検
討

を
通
じ
て
、
長
期
的
視
点
で
の
経

営
の
あ
り
方
に
つ
い
て
研
究
し
て

い
く
こ
と
が
急
務
と
な
っ
て
い

る
。
こ
の
た
め
、
経
営
研
究
会
に

お
い
て
も
こ
れ
ら
の
課
題
に
つ
い

て
重
点
的
に
審
議
を
行
い
、
持
続

可
能
な
下
水
道
事
業
経
営
に
向

け
、
今
後
の
経
営
の
方
向
性
に
つ

い
て
検
討
し
て
い
く
予
定
で
あ

る
。
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